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Ⅴ-1-1-8-5 溢水防護施設の詳細設定 



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
8
-5
 
R
0 

目次 

1. 概要 ............................................................................................................................... 1 
2. 設計の基本方針 ............................................................................................................. 1 
3. 要求機能及び性能目標 .................................................................................................. 3 

3.1 溢水伝播を防止する設備 ......................................................................................... 3 
3.2 蒸気影響を緩和する設備 ......................................................................................... 5 

4. 機能設計 ........................................................................................................................ 7 
4.1 溢水伝播を防止する設備 ......................................................................................... 7 
4.2 蒸気影響を緩和する設備 ....................................................................................... 35 

 

 



 

1 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
8
-5
 
R
0 

1. 概要 

本資料は，資料Ⅴ-1-1-8-1「溢水等による損傷防止の基本方針」に基づき，溢水防護

に関する施設（処置含む。）の設備分類，要求機能及び性能目標を明確にし，各設備の

機能設計に関する設計方針について説明するものである。 

 

2. 設計の基本方針 

発電用原子炉施設内における溢水の発生により，資料Ⅴ-1-1-8-2「防護すべき設備の

設定」にて設定している防護すべき設備が要求される機能を損なうおそれのないように

するため，あるいは，放射性物質を含む液体が管理区域外へ伝播するおそれがないよう

にするため，溢水防護に関する施設を設置する。 

溢水防護に関する施設は，資料Ⅴ-1-1-8-2「防護すべき設備の設定」で設定している

溢水防護区画，資料Ⅴ-1-1-8-3「溢水評価条件の設定」で設定している溢水源，溢水量

及び溢水経路，資料Ⅴ-1-1-8-4「溢水影響に関する評価」にて評価している溢水水位に

よる静水圧荷重，及び基準地震動ＳＳによる地震力に対して，その機能を維持又は保持

できる設計とする。 

溢水防護に関する施設の設計に当たっては，資料Ⅴ-1-1-8-1「溢水等による損傷防止

の基本方針」にて設定している，溢水防護対策を実施する目的や設備の分類を踏まえて

設備ごとの要求機能を整理するとともに，機能設計上の性能目標及び構造強度設計上の

性能目標を設定する。 

溢水防護に関する施設の機能設計上の性能目標を達成するため，設備ごとの各機能の

設計方針を示す。 

溢水防護に関する施設の設計フローを第2－1図に示す。 

溢水水位による静水圧荷重に対し，強度が要求される溢水防護に関する施設の強度計

算の基本方針，強度計算の方法及び結果を資料Ⅴ-3-別添3「津波又は溢水への配慮が必

要な施設の強度に関する説明書」に示す。 

基準地震動ＳＳによる地震力に対し，止水性の維持を期待する溢水防護に関する施設

のうち，工事計画の基本設計方針に示す浸水防護施設の主要設備リストに記載される機

器（以下「主要設備リスト記載機器」という。）及び津波防護に係る耐震Ｓクラスの施

設の耐震計算については，資料Ⅴ-2「耐震性に関する説明書」のうち資料Ⅴ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき実施し，耐震計算の方法及び結果については，資料Ⅴ-2

「耐震性に関する説明書」のうち資料Ⅴ-2-10-2「浸水防護施設の耐震性についての計

算書」に示す。 
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注：フロー中の番号は本資料での記載箇所の章を示す。 

 

第2－1図 溢水防護に関する施設の設計フロー 

  

資料Ⅴ-1-1-8-2 

「防護すべき設備の設定」 

資料Ⅴ-1-1-8-3 

「溢水評価条件の設定」 

資料Ⅴ-1-1-8-4 

「溢水影響に関する評価」 

資料Ⅴ-1-1-8-1 

「溢水等による損傷防止の基本方針」 

3．要求機能及び性能目標 

4．機能設計 資料Ⅴ-2及び資料Ⅴ-3-別添 3 

構造強度設計 
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3. 要求機能及び性能目標 

発生を想定する溢水の影響により，防護すべき設備が要求される機能を損なうおそれ

がないようにすること，放射性物質を含む液体が管理区域外へ伝播しないようにするた

めに設置する溢水防護に関する施設を，資料Ⅴ-1-1-8-1「溢水等による損傷防止の基本

方針」にて，設置目的別に溢水の伝播を防止する設備及び蒸気影響を緩和する設備とし

て分類している。これらを踏まえ，設備ごとに要求機能を整理するとともに，機能設計

上の性能目標と構造強度設計上の性能目標を設定する。 

各設備が要求機能を達成するために必要となる機能設計，強度設計及び耐震設計の区

分を第3－1表に示す。 

強度及び耐震以外の機能である溢水伝播防止及び蒸気影響緩和の機能設計について

は，「4. 機能設計」に示し，耐震設計及び強度設計については，資料Ⅴ-2「耐震性に

関する説明書」及び資料Ⅴ-3-別添3「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関す

る説明書」に示す。 

 

3.1 溢水伝播を防止する設備 

3.1.1 設備 

(1) 水密扉 

(2) 区画分離壁 

(3) 浸水防止止水板 

(4) 溢水拡大防止堰 

(5) 逆流防止装置 

(6) 貫通部止水処置 

(7) 漏えい検知及び隔離システムの設置 

(8) 海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋 

 

3.1.2 要求機能 

溢水防護に関する施設は，発生を想定する溢水による没水に対し，防護すべき

設備が要求される機能を損なうおそれがないよう溢水の伝播を防止することが

要求される。 

溢水伝播を防止する設備のうち，地震起因による溢水伝播を防止する設備は，

地震時及び地震後においても上記機能を維持又は保持することが要求される。 

 

3.1.3 性能目標 

溢水伝播を防止する機能は，水密扉，区画分離壁，溢水防止止水板，溢水拡大

防止堰，逆流防止装置，貫通部止水処置及び漏えい検知，隔離システムの設置及

び海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋に対して期待する。 

上記要求を踏まえ，溢水防護に関する施設として期待する各設備の性能目標を

以下に示す。 
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(1) 水密扉 

原子炉建屋地下2階水密扉は，原子炉建屋原子炉棟内で発生を想定する溢水に

対し，地震時及び地震後においても，溢水防護区画への溢水伝播防止に必要な高

さを上回る高さまでの止水性を維持することを機能設計上の性能目標とする。 

水密扉は，発生を想定する溢水による静水圧荷重及び基準地震動ＳＳによる地

震力に対し，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維持する

設計とすることを構造強度設計上の性能目標とする。 

(2) 3時間以上の耐火能力を有する耐火壁・隔壁等（区画分離壁） 

火災防護対応による区画分離措置として，火災耐久試験により 3 時間以上の耐

火能力を有する耐火壁・隔壁等で分離する設計とする。 

上記隔壁において，原子炉建屋原子炉棟地下 1 階，地上 1 階，地上 2階，地上

3 階及び地上 4階に設ける東西を区画分離する壁については，溢水伝播を防止す

る機能を維持する設計とする。 

(3) 浸水防止止水板 

浸水防止止水板は，原子炉建屋原子炉棟内で発生を想定する溢水に対し，地震

時及び地震後においても，防護対象設備への溢水伝播防止に必要な高さを上回る

高さまでの止水性を維持することを機能設計上の性能目標とする。 

浸水防止止水板は，発生を想定する溢水の静水圧荷重及び基準地震動ＳＳによ

る地震力に対し，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維持

する設計とすることを構造強度設計上の性能目標とする。 

(4) 溢水拡大防止堰 

溢水拡大防止堰は，原子炉建屋原子炉棟内にて発生を想定する溢水に対し，地

震時及び地震後においても，溢水が没水影響評価において考慮された区画外への

溢水伝播防止に必要な高さを上回る高さまでの止水性を維持することを機能設

計上の性能目標とする。 

溢水拡大防止堰は，発生を想定する溢水の静水圧荷重及び基準地震動ＳＳによ

る地震力に対し，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維持

する設計とすることを構造強度設計上の性能目標とする。 

(5) 逆流防止装置 

逆流防止装置は，原子炉建屋原子炉棟内に滞留する溢水に対し，地震時および

地震後においても，原子炉建屋原子炉棟内の部屋化された溢水防護区画への溢水

伝播を防止する止水性を維持することを機能設計上の性能目標とする。 

逆流防止装置は，原子炉建屋原子炉棟内に滞留する溢水による静水圧荷重及び

基準地震動ＳＳによる地震力に対し，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材

が構造健全性を維持する設計とすることを構造強度上の性能目標とする。閉止部

については溢水による静水圧荷重に対し，止水性の維持を考慮して，有意な漏え

いを生じない設計とすることを構造強度上の性能目標とする。 
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(6) 貫通部止水処置 

貫通部止水処置は，溢水防護区画を内包する建屋外で発生を想定する溢水，海

水ポンプ室周辺で発生を想定する溢水に対し，地震時及び地震後においても，溢

水防護区画を内包する建屋・区画への溢水伝播防止に必要な高さを上回る高さま

での止水性を維持することを機能設計上の性能目標とする。 

貫通部止水処置は，溢水防護区画を内包する建屋外で発生を想定する溢水，海

水ポンプ室周辺で発生を想定する溢水による静水圧荷重及び基準地震動ＳＳによ

る地震力に対し，止水性の維持を考慮して，有意な漏えいを生じない設計とする

ことを構造強度上の性能目標とする。 

また，モルタルによる施工箇所は，止水性を考慮して，主要な構造部材が構造

健全性を維持する設計とすることを構造強度上の性能目標とする。 

(7) 漏えい検知及び隔離システム 

漏えい検知及び隔離システムは，タービン建屋及び海水ポンプ室内で発生を想

定する基準地震動ＳＳによる地震力に対し，配管破断時の溢水量を低減する機能

を維持することを機能設計上の性能目標とする。 

(8) 海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋 

海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋は，海水ポンプエリア周辺で発生を想

定する溢水に対し，地震時及び地震後においても，溢水が海水ポンプ室への溢水

伝播防止に必要な高さを上回る高さまでの止水性を維持することを機能設計上

の性能目標とする。 

海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋は，発生を想定する溢水の静水圧荷重

及び基準地震動ＳＳによる地震力に対し，止水性の維持を考慮して，主要な構造

部材が構造健全性を維持する設計とすることを構造強度設計上の性能目標とす

る。 

 

3.2 蒸気影響を緩和する設備 

3.2.1 設備 

(1) 自動検知・遠隔隔離システム 

(2) 防護カバー 

3.2.2 要求機能 

溢水防護に関する施設のうち蒸気影響を緩和する設備は，発生を想定する漏え

い蒸気に対し，防護すべき設備が要求される機能を損なうおそれがないよう蒸気

影響を緩和することが要求される。 

3.2.3 性能目標 

(1) 自動検知・遠隔隔離システム 

自動検知・遠隔隔離システムは，蒸気影響評価区画内で発生を想定する配管破

断時の漏えい蒸気に対し，蒸気による環境条件（温度及び湿度）を緩和し，防護

すべき設備の健全性が確認されている環境条件以下に制限する機能を維持する
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ことを機能設計上の性能目標とする。 

(2) 防護カバー 

防護カバーは，蒸気影響評価区画内で発生を想定する配管破断時の漏えい蒸気

に対し，蒸気による環境条件を緩和し，防護すべき設備の健全性が確認されてい

る環境条件以下に制限する機能を維持することを機能設計上の性能目標とする。 

防護カバーは，蒸気影響評価区画内で発生を想定する配管破断時の漏えい蒸気

による噴出荷重に対し，防護カバーの主要な構造部材が構造健全性を維持する設

計とすることを構造強度設計上の性能目標とする。 

 

 

第3－1表 溢水防護に関する施設の評価区分 

要求機能 溢水防護に関する施設（処置） 
評価 

機能 強度 耐震

溢水伝播を防止する

設備 

（処置を含む） 

水密扉 ○ ○ ○ 

区画分離壁 ○ ○ ○ 

浸水防止止水板 ○ ○ ○ 

溢水拡大防止堰 ○ ○ ○ 

逆流防止装置 ○ － ○ 

貫通部止水処置 ○ － ○ 

漏えい検知及び隔離システム ○ － ○ 

海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋 ○ ○ ○ 

蒸気影響を緩和する

設備 

自動検知・遠隔隔離システム ○ － － 

防護カバー ○ ○ － 
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4. 機能設計 

資料Ⅴ-1-1-8-4「溢水影響に関する評価」にて評価される溢水影響に対し，「3. 要

求機能及び性能目標」で設定している溢水伝播を防止する設備及び蒸気影響を緩和する

設備の機能設計上の性能目標を達成するために，各設備の機能設計の方針を定める。 

4.1 溢水伝播を防止する設備 

4.1.1 水密扉の設計方針 

水密扉は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定して

いる機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

原子炉建屋地下2階水密扉は，原子炉建屋原子炉棟内で発生を想定する溢水に

対し，地震時及び地震後においても，溢水防護区画への溢水伝播防止に必要な高

さまでの止水性を維持するために，原子炉建屋原子炉棟地下2階の安全系ポンプ

への溢水経路となる開口部に設置する。 

水密扉は，発生を想定する溢水に対し，水密ゴムの密着性により止水性を維持

することとし，「(1) 水密扉の漏えい試験」により止水性を確認した水密扉を

設置し，扉と周囲の部材が密着する設計とする。 

(1) 水密扉の漏えい試験 

・試験条件 

漏えい試験は，実機と同様の据付条件にて実機水密扉を試験用水槽に設置し，

漏えい試験概要図を第4－1図に示す。 

評価水位以上の水位を想定した水頭圧により止水性を確認する。また，水頭

圧は海水等の比重を考慮する。 

漏えい試験の対象とする水密扉は，扉面積や水頭圧の設備仕様を踏まえ，試

験条件が包絡される場合は代表の水密扉により実施する。 

試験時間は，時間当たりの評価とするため1時間と設定し，漏えい量の計測

結果を踏まえ防護すべき設備への影響を確認する。 

第4－1図に漏えい試験概要図を示す。 
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第4－1図 漏えい試験概要図（水密扉） 
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4.1.2 3時間以上の耐火能力を有する耐火壁・隔壁等（以下「区画分離壁」という。）

の設計方針 

区画分離壁は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定

している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

区画分離壁は，原子炉建屋原子炉棟内で発生を想定する溢水に対し，他の溢水

防護区画への溢水伝播防止に必要な高さまでの止水性を維持するために，区画分

離壁の開口部下端高さは，想定される溢水水位を上回る高さとし，原子炉建屋原

子炉棟内の地下1階から地上4階面を東西に分離するように設置する。 

水密区画を構成する壁の配置を第4－2図に示す。 

 EL.2.0 m 

第4－2図 区画分離壁の配置図 
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第4－2図 区画分離壁の配置図 
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第4－2図 区画分離壁の配置図 
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4.1.3 浸水防止止水板の設計方針 

浸水防止止水板は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」

で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針とし

ている。 

浸水防止止水板は，原子炉建屋原子炉棟内で発生を想定する溢水に対し，地

震時及び地震後においても，溢水伝播防止に必要な高さを上回る高さまでの止

水性を維持するために，原子炉建屋原子炉棟内の想定される防護対象設備周辺

に設置し，想定される溢水水位を上回る高さを有する設計とする。 

堰を構成する部材同士の接合面はゴムパッキンにより止水処置を実施する

設計とし，「(1) ゴムパッキンの漏えい試験」により止水性を確認したゴム

パッキンによる止水処置を実施する設計とする。 

浸水防止止水板の概要図を第4-3図に示す。また，溢水水位及び堰高さを第

4-1表に示し，浸水防止止水板の配置を第4－4図に示す。

第4－3図 浸水防止止水板の概要図 

ゴムパッキン

ゴムパッキン圧着部分
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第4－1表 溢水防護区画の溢水水位及び堰高さ（1/2） 

設置建屋 設置床高さ 設備名称 
溢水水位 

床上（m） 

設置堰高さ 

床上（m） 

原子炉建屋

原子炉棟 

EL.-4.0 m 
低圧炉心スプレイポン

プ室空調機用止水板 
0.62 0.82 

EL.-4.0 m 
残留熱除去系B系ポン

プ室空調機用止水板 
0.64 0.84 

EL.-4.0 m 
残留熱除去系C系ポン

プ室空調機用止水板 
0.64 0.84 

EL.2.0 m 
原子炉建屋 INST DIST 

PNL3用止水板 
0.1 0.3 

EL.2.0 m 
直流125V MCC 2A-1用止

水板 
0.1 0.3 

EL.2.0 m MCC 2C-5用止水板 0.1 0.3 

EL.2.0 m MCC 2C-3用止水板 0.1 0.3 

EL.2.0 m MCC 2D-3用止水板 0.1 0.3 

EL.2.0 m MCC 2D-5用止水板 0.1 0.3 

EL.8.2 m 
原子炉建屋 INST DIST 

PNL1用止水板 
0.1 0.3 

EL.8.2 m 
原子炉建屋 INST DIST 

PNL2用止水板 
0.1 0.3 

EL.14.0 m 
TIP 駆動装置電気盤用

止水板 
0.1 0.3 

EL.20.3 m 

MCC 2Cｰ7及びFCSヒータ

制御盤（A）用 

止水板 

0.1 0.3 

EL.20.3 m MCC 2C-8用止水板 0.1 0.3 

EL.20.3 m 
CAMS（A）系ヒータ電源

用変圧用止水板 
0.1 0.3 

EL.20.3 m 

CAMSモニタラック（A），

CAMS校正用計器ラック

（A）及びCAMS校正用ボ

ンベラック（A）用止水

板 

0.1 0.3 
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第4－1表 溢水防護区画の溢水水位及び堰高さ（2/2） 

設置建屋 設置床高さ 設備名称 
溢水水位 

床上（m） 

設置堰高さ 

床上（m） 

原子炉建屋

原子炉棟 

EL.20.3 m 

FCSヒータ制御盤（B），

MCC 2D-7用 

止水板 

0.1 0.3 

EL.20.3 m MCC 2D-8用止水板 0.1 0.3 

EL.20.3 m 

MAIN STEAM LINE （A，

B）RADIATION MONITOR

（検出器）用止水板 

0.1 0.3 

EL.20.3 m 

MAIN STEAM LINE （C，

D）RADIATION MONITOR

（検出器）用止水板 

0.1 0.3 

EL.29.0 m MCC 2C-9用止水板 0.1 0.3 

EL.29.0 m 
直流125V MCC 2A-2用止

水板 
0.1 0.3 

EL.29.0 m MCC 2A2-2用止水板 0.1 0.3 

EL.29.0 m MCC 2B2-2用止水板 0.1 0.3 

EL.29.0 m 

格納容器雰囲気モニタ

ヒータ電源盤（B）及び

CAMS（B）系ヒータ電源

用変圧器用止水板 

0.1 0.3 

EL.29.0 m 
CAMS校正用ボンベラッ

ク（B）用止水板
0.1 0.3 

EL.29.0 m MCC 2D-9用止水板 0.1 0.3 

EL.29.0 m 

CAMSモニタラック（B）

及びCAMS校正用計器ラ

ック（B）用止水板 

0.1 0.3 

EL.38.8 m 
FPF/DEMIN.CONTROL PNL

用止水板 
0.1 0.3 
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第4－4図 浸水防止止水板の配置図 
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第4－4図 浸水防止止水板の配置図 
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第4－4図 浸水防止止水板の配置図 



18 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
8
-5
 
R
0 

 EL.38.8 m 

第4－4図 浸水防止止水板の配置図 
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(1) ゴムパッキンの漏えい試験

・ 試験条件

漏えい試験は，実機で使用している形状，寸法の試験体を試験用装置に設置

し，評価水位以上想定した水頭圧により止水性を確認する。 

第4－5図に漏えい試験概要図を示す。 

第4－5図 ゴムパッキンの漏えい試験の概要 

4.1.4 溢水拡大防止堰の設計方針 

溢水拡大防止堰は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で

設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としてい

る。 

溢水拡大防止堰は，原子炉建屋原子炉棟内で発生を想定する溢水に対し，地震

時及び地震後においても，溢水が没水影響評価において考慮された区画外への溢

水伝播防止に必要な高さまでの止水性を維持するために，原子炉建屋原子炉棟内

の想定される溢水経路上に設置し，想定される溢水水位を上回る高さとする。 

溢水拡大堰の概略図を第4－6図に示す。また，溢水水位及び堰高さを第4-2表

に示し，堰の配置を第4－7図に示す。 

第4－6図 溢水拡大防止堰の概要図 

▽設置レベル
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第4－2表 原子炉建屋原子炉棟内の溢水水位及び溢水拡大防止堰の高さ（1/2） 

設置建屋 設置床高さ 設備名称 
溢水水位 

床上（m） 

設置堰高さ 

床上（m） 

原子炉建屋

原子炉棟 

EL.2.0 m 

原子炉建屋地下1階エ

レベータ入口用

溢水拡大防止堰

0.1 0.3 

EL.2.0 m 
東側階段用 

溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 

EL.2.0 m 
北側階段用 

溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 

EL.2.0 m 

残留熱除去系B系熱交

換器室用溢水拡大防止

堰 

0.1 0.3 

EL.8.2 m 

原子炉建屋1階エレベ

ータ入口用 

溢水拡大防止堰 

0.1 0.3 

EL.8.2 m 

残留熱除去系A系熱交

換器ハッチ用 

溢水拡大防止堰 

0.1 0.3 

EL.8.2 m 

残留熱除去系B系熱交

換器ハッチ用 

溢水拡大防止堰 

0.1 0.3 

EL.14.0 m 

原子炉建屋2階エレベ

ータ入口用 

溢水拡大防止堰 

0.1 0.3 

EL.14.0 m 
原子炉建屋2階西側階

段用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 

EL.20.3 m 

原子炉建屋3階エレベ

ータ入口用 

溢水拡大防止堰 

0.1 0.3 

EL.20.3 m 
原子炉建屋3階西側階

段用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 

EL.29.0 m 

原子炉建屋4階エレベ

ータ入口用 

溢水拡大防止堰 

0.1 0.3 

EL.29.0 m 
原子炉建屋4階西側階

段用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 

EL.38.8 m 

原子炉建屋5階エレベ

ータ入口用 

溢水拡大防止堰 

0.1 0.3 

EL.38.8 m 
原子炉建屋5階西側階

段用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 
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第4－2表 原子炉建屋原子炉棟内の溢水水位及び溢水拡大防止堰の高さ（2/2） 

設置建屋 設置床高さ 設備名称 
溢水水位 

床上（m） 

設置堰高さ 

床上（m） 

原子炉建屋

原子炉棟 

EL.46.5 m 

原子炉建屋6階エレベ

ータ入口用 

溢水拡大防止堰 

0.12 0.4 

EL.46.5 m 
燃料輸送容器搬出口用

溢水拡大防止堰 
0.12 0.4 

EL.46.5 m 
大物機器搬入口用 

溢水拡大防止堰 
0.12 0.4 

EL.46.5 m 
原子炉建屋換気系ダク

ト用溢水拡大防止堰
0.12 0.4 

EL.46.5 m 

原子炉建屋6階 

西側北面階段用 

溢水拡大防止堰 

0.12 0.4 

EL.46.5 m 

原子炉建屋6階 

西側南面階段用 

溢水拡大防止堰 

0.12 0.4 
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第4－7図 溢水拡大防止堰の配置図 
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第4－7図 溢水拡大防止堰の配置図 
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第4－7図 溢水拡大防止堰の配置図 
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第4－7図 溢水拡大防止堰の配置図 
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4.1.5 逆流防止装置の設計方針 

逆流防止装置は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設

定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

逆流防止装置は，原子炉建屋原子炉棟内に滞留する溢水に対し，地震時および

地震後においても，原子炉建屋原子炉棟内の部屋化された溢水防護区画への溢水

伝播を防止する止水性を維持するため，浸水高さを上回る可能性のある原子炉建

屋原子炉棟内の部屋化された溢水防護区画床面に「(1) 逆流防止装置の漏えい

試験」により止水性を確認したものを設置する。 

(1) 逆流防止装置の漏えい試験

a. 試験条件

漏えい試験は，実機で使用している形状，寸法の試験体を用いて実施し，評

価水位以上想定した水圧を作用させた場合に閉止部からの漏えいが許容漏水

量以下であることを確認する。 



27 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
8
-5
 
R
0 

4.1.6 海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋 

海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋は，「3. 要求機能及び性能目標」の

「3.1.3 性能目標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，

以下の設計方針としている。 

海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋は，海水ポンプエリア周辺で発生を想

定する溢水に対し，地震時及び地震後においても，海水ポンプ室への溢水伝播防

止に必要な高さを上回る高さまでの止水性を維持するために，海水ポンプエリア

周辺の想定される海水ポンプ室ケーブル点検口に設置し，想定される溢水水位を

上回る高さとする。 

海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋寸法を第4－3表に示す。 
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第 4－3 表 海水ポンプ室ケーブル点検口浸水防止蓋仕様 

名称
海水ポンプ室ケーブル点検口

浸水防止蓋 1，2，3 

種類 － 浸水防止蓋 

主 

要 

寸 

法

たて mm 1200＊ 

横 mm 850＊ 

厚さ mm 18.0＊ 

材料 － SUS304 

注記 ＊：公称値を示す。 
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4.1.7 貫通部止水処置の設計方針 

貫通部止水処置は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で

設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としてい

る。 

貫通部止水処置は，溢水防護区画を内包する建屋外で発生を想定する溢水，海

水ポンプ室周辺で発生を想定する溢水に対し，地震時及び地震後においても，溢

水防護区画を内包する建屋・区画への溢水伝播防止に必要な高さまでの止水性を

維持するために，発生を想定する溢水高さまでの壁面の貫通部に，「(1) 貫通

部止水処置の漏えい試験」により止水性を確認した施工方法により止水処置を実

施する。 

(1) 貫通部止水処置の漏えい試験

a. 試験条件

漏えい試験は，実機で使用する形状，寸法及び施工方法を模擬した試験体を

用いて実施し，評価水位以上を想定した水圧を作用させた場合にシール材と貫

通口及び貫通物との境界部若しくはブーツ取付部より漏えいが生じないこと

を確認する。 

第4－8図及び第4－9図に耐圧漏えい試験概要図を示す。 

b. 試験結果

有意な漏えいは認められないことから，溢水への影響はない。
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第 4－8 図 シール材の耐圧漏えい試験の概要 

第 4－9 図 ブーツの耐圧漏えい試験の概要 

水圧 水圧 水圧

配管シール材 シール材

電線管

ケーブル

ラバーブーツ

水圧

配管

シール材
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4.1.8 漏えい検知及び隔離システムの設計方針 

漏えい検知及び隔離システムは，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2.3 性

能目標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方

針としている。 

漏えい検知及び隔離システムは，タービン建屋及び海水ポンプ室内で発生を想

定する配管破断時の溢水に対し，溢水量を低減する機能を維持するため，漏えい

を自動検知し，隔離（自動又は手動）する設計とする。 

漏えい検知及び隔離システムの機能設計を以下に示す。 

漏えいの自動検知及び隔離（自動）を行うため，溢水を検知し，循環水ポンプ

を停止するとともに循環水系バタフライ弁を閉止するインターロックを構築す

る。隔離システムを構成するものとして，漏えい検知器を設置する。 

漏えいを検知するため，温度検出器を設置し，漏えいを検知し信号を送信する。

漏えい検知信号及び地震加速度大（原子炉スクラム信号）を受け，循環水ポンプ

の停止及び循環水系バタフライ弁を自動閉止させ，溢水防護区域の水位上昇を抑

える。漏えい検知から漏えい隔離までの時間の設定を第4－4表に示し，自動隔離

のインターロックを第4-10図に示し，設備概要を第4－11図に示す。 

(1) 自動検知・自動隔離に対する設備の概要

a. 温度検出器

漏えいの自動検知のため，漏えい検出器を循環水系配管破損想定箇所近傍の

床面に設置する。 

b. インターロック回路

タービン建屋及び海水ポンプ室に設置された漏えい検出器からの漏えい検

知と地震加速度大による原子炉スクラム信号をand条件とした作動回路により，

循環水ポンプ停止及び循環水系バタフライ弁の閉止のインターロック回路を

構成する。 
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第 4－4 表 地震起因による循環水系配管の伸縮継手部からの溢水時間 

項目 時間（分）＊ 

伸縮継手破損による漏えい開始から検知まで 1 

インターロックによる循環水ポンプ停止（1台目，2 台目）及び復水

器水室出入口弁の閉止まで 
2 

インターロックによる循環水ポンプ停止（3台目） 

及び復水器水室出入口弁の閉止まで 
2 

合計 5 

＊ 循環水ポンプは段階的に停止するが，評価上の溢水時間は，保守的に 5 分とする。 
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第 4－10 図 自動隔離のインターロック 
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第 4－11 図 設備概要 

復水器

タービン建屋（管理区域）

取水槽

復水器入口弁復水器出口弁

放水口へ

破損 破損
溢水

溢水

循環水ポンプ

ポンプ
出口弁

弁閉止 弁閉止

自動停止

地震計

漏えい検知器

弁閉止

隔離弁

耐震強化範囲

復水器廻りの隔離

タービン建屋

基礎マット

復水器

循環水ポンプ出口弁 

循環水ポンプ出口連絡弁 

復水器 復水器 復水器 

循環水ポンプ（CWP） 

放水口 

【凡例】 

：復水器水室出入口弁 

：復水器水室連絡弁 

：復水器バイパス弁 

：伸縮継手 

：漏えい検知器 

復水器バイパス弁廻りの隔離

放水側 循環水ポンプ側 

隔離弁
耐震強化範囲

タービン建屋

基礎マット
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4.2 蒸気影響を緩和する設備 

4.2.1 自動検知・遠隔隔離システムの設計方針 

自動検知・遠隔隔離システムは，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2.3 性

能目標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方

針としている。 

自動検知・遠隔隔離システムは，蒸気影響評価区画内で発生を想定する配管破

断時の漏えい蒸気に対し，蒸気による環境条件を緩和し，設備の健全性を確認さ

れている条件以下に制限するため，蒸気漏えいを自動検知し，隔離（自動又は手

動）する。 

自動検知・遠隔隔離システムの機能設計を以下に示す。 

蒸気漏えいの自動検知及び隔離（自動又は手動）を行うため，自動検知・遠隔

隔離システムを構築する。システムを構成するものとして，温度検出器，蒸気遮

断弁，検知制御盤及び検知監視盤を設置する。 

蒸気漏えいを検知するため，温度検出器を設置し，蒸気漏えいによる温度変化

を測定し，検知制御盤へ信号を送信する。漏えい検知信号を受け，タービン建屋

内所内蒸気系に設置される蒸気遮断弁を自動閉止させ，原子炉建屋廃棄物処理棟

の温度上昇を抑える。 

(1) 自動検知・遠隔隔離に対する設備の概要

a. 温度検出器

蒸気漏えいの自動検知のため，温度検出器を配管破損想定箇所近傍の上部に

設置する。 

b. 蒸気遮断弁

所内蒸気系統は蒸気漏えい時の影響が大きいため，蒸気漏えいを検知し，自

動閉止する蒸気遮断弁を設置する。 

c. 検知制御盤及び検知監視盤

温度検出器からの漏えい検知信号による警報発信（温度高／温度異常高）及

び隔離（自動又は手動）を行うため，検知制御盤及び検知監視盤を設置する。 

(2) 自動検知・遠隔隔離システムについて

a. 蒸気漏えい検知及び隔離について

（a） 警報設定値について

温度高警報を50 ℃，温度異常高警報を60 ℃とする。所内蒸気系統につい

ては，温度異常高警報にて自動隔離が行われる設計とする。 

（b） 温度検出器及び蒸気遮断弁の設置の考え方

温度検出器は，蒸気漏えい影響範囲の雰囲気環境の温度上昇を防止するこ

とを目的とし，原則として配管破損想定箇所近傍の上部に設置する。 

蒸気遮断弁は，実作動時間を考慮し，警報発信後25秒以内に閉止するもの

を所内蒸気系統に2台設置する。 

b. 設備の仕様及び精度，応答について
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（a） 温度検出器の仕様

・検出方式 ：測温抵抗体

・最高使用温度：185 ℃

・最高使用圧力：0.2 MPa

・計測範囲 ：0～185 ℃

（b） 計測設備の精度

温度検出器から検知制御盤及び検知監視盤までの精度を±2 ℃（一般的

な計測設備の精度）の誤差範囲に収める設計とする。 

（c） 計測設備の隔離時間の設定

警報発信後の隔離時間の設定について第4－8表に示す。

(3) 設備の特徴及び機能維持について

各設備は以下のとおり信頼性を確保可能であり，加えて適切な保全計画を策

定・実施することにより，長期の機能維持を図る。 

a. 温度検出器及び検出回路

検出器（測温抵抗体）は単純構造の静的機器であり，故障は起こりにくい。

検出回路は配線接続部の経年劣化により断線が想定されるが，監視制御盤に断

線検知機能（注）を設け，早期の保守対応が可能な設計とする。 

（注）検出回路が断線した場合，計測値が計測範囲を逸脱（レンジオーバ

ー）するため，これを検知し，検知監視盤（中央制御室設置）に警

報を発信させる。 

b. 監視制御回路

監視制御機能の主要回路はデジタル設備で構成されており，演算回路の信頼

性は高いものとなっている。また，本設備は自己診断機能を有しており，故障

を検知した場合は検知監視盤（中央制御室設置）に警報を発信させるため，早

期の保守対応が可能である。 

c. 出力リレー回路及び蒸気遮断弁

出力リレー回路は，検出回路や監視制御回路のような状態監視機能は設けて

いないが，配線設備を含め広く一般的に用いられる機器で構成されており，通

常使用においての故障頻度は少なく，基本的に設備固有の信頼性は高いもので

ある。 

蒸気遮断弁についても，通常待機状態のため摩耗等の劣化要因はなく，設備

自体もタービン建屋内に設置されることから，雨水・塵埃等の環境影響も小さ

く，設備の信頼性を低下させる要因は少ないと考えられる。 

以上より，故障頻度は少ないと考えられるため，定期的な作動試験により設

備の健全性を確認することとする。なお，作動試験の実施については，系統外

乱を回避する観点から定期検査期間中（補助蒸気停止期間）に実施する。 

また，更なる信頼性向上のため，出力リレー回路は2重化し，回路の単一故

障による機能喪失を防止する。 
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第4－8表 警報発信後の隔離時間の設定 

系統 隔離 漏えい箇所特定 漏えい箇所隔離操作 

所内蒸気系統 自動 

「温度異常高」警報にて所

内蒸気系統からの漏えい

を判断 

蒸気遮断弁自動閉【30

秒＊】 

注記 ＊：上記遮断弁閉止時間30秒 
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4.2.2 防護カバーの設計方針 

防護カバーは，「3.要求機能及び性能目標」の「3.2.3 性能目標」で設定し

ている機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針としている。 

防護カバーは，蒸気影響評価区画内で発生を想定する配管破断時の漏えい蒸気

に対し，蒸気による環境条件を緩和し，設備の健全性を確認されている条件以下

に制限するために，防護すべき設備の機能を損なうおそれがある蒸気配管の破断

想定箇所を覆うように設置し，防護カバーと配管とのすき間寸法を制限し，蒸気

流出流量を蒸気影響評価において用いた流量以下とする。 

防護カバーと配管とのすき間による流路の断面積を資料Ⅴ-1-1-8-4「溢水影響

に関する評価」の蒸気影響評価において蒸気流出流量の算出に用いた値以下とす

る防護カバーと配管のすき間設定を，第4－18図に示す。 

第4－18図 防護カバーと配管のすき間設定 

すき間寸法計測部

上流側よりみる




